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はじめに
筆者はこれまで、近現代内モンゴル地域における官僚制

や地域支配秩序を対象に研究を行っており、当該分野に関
する資料収集の過程で、社会情報研究資料センター所蔵
の『蒙疆新聞』および『蒙古新聞』を調査する機会をいた
だいた。蒙疆地域の刊行物研究については知識の不足や経
験上至らないところもあるが、できるかぎりの範囲で『蒙
疆新聞』と『蒙古新聞』に関する情報を提示し、モンゴル
地域における各種の占領地政策に関する内容を整理した上
で、資料を読んで考えていることを述べてみたい。両資料
の利用促進にわずかながらであっても貢献できれば幸いで
ある。

1．蒙疆新聞社
1937 年の盧溝橋事件により、関東軍は戦線を西へ拡大

し、華北地域および中西部内蒙古地域へ出兵した。これに
より、察哈爾省の張家口と山西省の大同は関東軍に武力占
領され、察南自治政府と晋北自治政府が成立した。また、
同年 10 月には、綏遠にて蒙古連盟自治政府が樹立された。
1939 年 9 月、駐蒙軍はさらに、これら三自治政府を合併
して蒙古連合自治政府を樹立し、1941 年 8 月に政府の名
称を蒙古自治邦政府と改称した。これが通称「蒙疆政権」
と呼ばれるものである。のちに、蒙疆政権は、1945 年 8
月 15 日に日本政府がポツダム宣言受諾を公表して無条件
降伏したことで崩壊する。

盧溝橋事件後の 1937 年 9 月、中国側の国民党と共産党
が合作し、日本帝国主義に抵抗することで一致し、共同戦
線を組んだ。抗日民族統一戦線を強固にするため、国内の
新聞や雑誌、教科書などのマスメディアでは、大規模に反
日・抗日の国民的感情や世論を内外に煽った。このような
中国側の抗日・反日宣伝攻勢を背景に、日本政府も組織
的な対応措置および対中国宣伝活動を拡大させた（松村
2002：310 ∼ 311）。占領地では、現地人の民心を把握する
ことと、現地住民に対して宣撫工作を行う事が軍政の最も
重要な任務の一つとなった。また、このような宣伝工作
は、「東亜新秩序」建設において重要な役割を担った。満
洲国および蒙疆政権で刊行された新聞の多くは、商業的利
益を上げることや、刊行の採算を取ることは念頭に置いて
おらず、また、民間の新聞発行事業を発展および継続させ
るには資本の面で不足があったとされる（内田 2015：43
∼ 44）。むしろ、占領地政府の情報提供は、軍国化に伴い、

戦争遂行を鼓舞するためのプロパガンダとなるとともに、
権威主義的な上意下達の宣伝方式を採用することに特徴が
ある。

このような背景の下、蒙疆地域において、「親日防共、
民族協和、民生向上を理想とする同政権の政策意図を民衆
に徹底せしめ以て思想の統一、善導、民衆教化、特に防共
思想の徹底を期する」ための「新聞、通信其の他弘報事業
の統制竝にこれが一元的経営の目的」を掲げる蒙疆新聞
社が創設された（蒙疆連合委員会 1938：45）。蒙疆新聞社
は、1938 年 5 月 16 日に創立準備され、その後「蒙疆新聞
社」理事会が組織されると、満洲国通信社蒙疆総局長松本
于莵男を理事長に、元『蒙疆日報』社長杉谷善蔵を常務理
事とし、張家口に本社を構え、1938 年 5 月 20 日から蒙疆
地域における国策広報の新聞事業を開始した（蒙疆連合委
員会 1938：45）。1938 年 6 月 10 日から『蒙疆新聞』（日本
語）、『蒙疆新報』（漢語）、『蒙古新聞』（モンゴル語）を発
行し、厚和支社は『蒙疆日報』、『蒙古民声報』、『蒙古週報』

（モンゴル語）などを発行していたが、1939 年からは経営
範囲を拡大し、1940 年 9 月の時点で 25 種類の新聞を発行
している（丁 2009：81 ∼ 82）。1938 年の時点で、『蒙疆新
聞』の発行部数は以下の通りである。張家口本社は 1500
部、日本内地および満鮮方面は 4000 部、厚和支社は 600 部、
大同支局は 800 部、包頭支局は 400 部、北京支局は 1500
部、天津支局は 1500 部の発行部数である（蒙疆連合委員
会 1938：50）。

社会情報研究資料センターによる『蒙疆新聞』の所蔵状
況は以下の通りである。社会情報研究資料センターには、
1942 年 10 ∼ 12 月期間の一部、1943 年 6 ∼ 11 月期間の一
部、1944 年 1 月∼ 8 月期間の一部、そのほか、『蒙古新聞』
1945 年 6 月 2 日∼ 8 月 5 日期間の一部が所蔵されている。
なお、『蒙疆新聞』と『蒙古新聞』の両資料は継承関係を
有すると考えられるが、『蒙疆新聞』が後続紙においてな
ぜ『蒙古新聞』へと名称を変更したかについては、参考資
料が少ないため明らかではない。『蒙疆新聞』が 2000 号

（1944 年 2 月 22 日）までは四ページ構成であったのに対
して、1944 年 2 月 23 日の 2001 号から『蒙古新聞』に改
称を経て、終戦までは二ページ構成となっている。

2．社会情報研究資料センター所蔵『蒙疆新聞』資
料のモンゴルに関する内容の整理

蒙疆政権は、察南自治政府、晋北自治政府、蒙古連盟自

『蒙疆新聞』におけるモンゴル関係資料の収集について
アルス（阿路思）
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治政府の三自治政府が統合した政権であったため、蒙疆地
域にはモンゴル人、漢人、ムスリムが分布し、それぞれが
独自の文化を有していた。辛亥革命後の長い間、モンゴル
人は民族独立の要求がかなわず、挫折を経験してきたた
め、関東軍にとっては、満蒙地域を中国から独立させる
上で、モンゴル独立運動は確かに有利に働くようにも思え
た。しかし、当該地域は内漢人が住民の最大多数を占めて
いたため、モンゴル独立を認めることは、新国家内部の民
族的対立を煽ることも意味した（森 1998：62）。また、同
様に、蒙疆地域は交通・経済面で華北地域と密接な関係を
もち、財政基盤も大多数の漢人が居住する農村地帯にあっ
たため、他民族地域の一体的支配を目指す「民族協和」の

観点から、「モンゴル独立」は否定されることとなった（森
2000：169）。華北と内モンゴル西部を軍事的に制圧した日
本軍による三自治体統合の推進は、モンゴル地域の独立を
望む人々にとって「満足のゆく政体」とはならず、また、

「自治運動とは無縁の『察南自治政府』『晋北自治政府』と
いうなまえの傀儡政権とあゆみをともにせざるをえなかっ
たのは、モンゴル人たちにとっては不幸なことであり、そ
れまでの自治運動のつみかさねを無にし、“第二の満洲国”
のステータスにおちいりかねない、危険なみちにはいるこ
とをも意味した」（二木 2021：148）。実際に、『蒙疆新聞』
の内容構成を見ると、モンゴルに関する内容はそれほど多
くない。これもまた当時の日本による大陸戦略を反映して

内容の所在 タイトル キーワード
1942.10.2（2） 蒙旗地帯に展開：施政躍進運動の徹底化 蒙旗第三次施政躍進運動
1942.10.2（4） 莞爾・蒙古を見護らん：燦・靖国合祀に輝く羽山中佐　先覚の面

影を五味氏に聴く
傅作義、支那事変、綏東事件

オルドス講座：伊盟庁内に開講 伊克昭盟オルドス接収
大樹湾開墾記念絵葉書：伊盟公署で作成 農地開墾事業

1942.10.3（3） 察哈爾盟三ヶ所種羊管理所完成 近代化、羊品種改良
厚和に簡易診療所 医療、宣撫工作

1942.10.3（4） 切拓かん巴盟耕地：決意を盛る盟年度施策 農地開墾事業
1942.10.6（4） 躍る伊盟の施政：十月以降基本要綱愈々実施へ 第三次施政躍進運動実施要領

巴盟興蒙路線：本年度計画大方完成 道路網整備
1942.10.7（4） 巴盟の桃太郎さんは李君 優良児選抜
1942.10.9（2） 蒙疆における土俗信仰：蒙疆民俗資料第一輯出づ 現地調査、民俗学
1942.10.9（4） 巴盟水利開発へ拍車：本年中に全工事を完成 水利開発、井戸、新型揚水機

今後の治安方針を協議：巴盟警備会議 治安
1942.10.10（4） 厚和戸口調査：洩れなく届出を 戸口調査

巴盟疆民の生活状況：保険股で調査 生活実態調査
1942.10.14（1） 共栄圏の蒙古建設へ：徳主席所信と決意を披瀝 蒙古復興運動、興蒙運動方針
1942.10.14（3） 南方に蒙疆の便りを：日本と蒙語通信も取扱ふ 純蒙地帯通信拡充
1942.10.14（4） 蒙疆随一の折紙：どこまでも現地治療主義で　巴盟が誇る医療施

設
医療、患者数、設備

1942.10.15（4） 施政躍進へ：大童の巴盟　全市県へ巡回班総出動 第三次施政躍進運動目的、指導内容
1942.10.17（4） 嬉しい親心の増額：厚和連合配給組合の第三期割当額　三十二万

円に決定
統制政策、配給割当額

蒙疆では唯一甘草エキス製造：蒙疆甘草厚和工場始業式 蒙疆甘草公司、甘草原産地
1942.10.21（4） 収買機構を大改革：巴盟糧穀対策全し　沼野経済部次長中央の施

策を説明
統制政策、収荷政策

道路建設へ郷村協力 道路建設
1942.10.22（2） 蒙旗の建設工作：各地順調に進む　松王委員長の視察団 施政躍進運動現状、贅沢品排除、自給自

足、児童就学増加率、衛生施設充実
1942.10.22（4） 古色豊かな祭典：あすオルドスに幕開く 宣撫工作、モンゴル人避難民安置、対岸

敵地区宣伝
巴盟糧穀供出へ：総公会買付に乗出す 統制政策、糧穀収買方策、資金対策

1942.10.24（4） 巴盟の対共攻勢：一丸となって実践へ 第三次施政躍進運動、赤化地域対策
草原に回る風車：巴盟増産へ　近く厚和近郊に据付け 水利、灌漑用風車式井戸の応用
駱駝・北京にお与入れ：烏、巴両盟の百余頭 畜産、家畜検疫
広報局宣伝班：前線宣撫行脚 宣撫工作、対岸敵地区宣伝

1942.10.25（3） 楽土を狙ふ疆内の共産運動　蒙古服纏ひ変装：多数の工作員が潜
入す

防共、綏察辺区、共産党宣伝工作

1942.10.25（4） 妥当な物資配給へ：巴盟、輸配部門整備に着手 統制政策、配給組合事務一元化
危険地区の民衆収攬へ：厚和警務段乗出す 防共、民衆赤化対策

1942.10.26（2） 無智な民を煽動：王侯、喇嘛の潰滅へ　蒙古へ勢力扶植に狂奔 防共、中共動向、共産党対蒙宣伝工作
1942.10.27（1） 興蒙施策基礎整備へ：巡回指導班を編成派遣 第三次蒙旗施政躍進運動、興蒙施策の基

本
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1942.10.28（2） 進展する察哈爾盟施政　理想論の建設へ：徳化官民の協力逞し 第三次施政躍進運動、施政躍進運動展開
方針

1942.10.28（3） 楽上を狙ふ疆内の共産運動　放浪する偽政府：討伐ごとに雲がく
れ

防共、巴盟共産活動、共産行政機関

1942.10.28（4） 奥地の蒙古人に贈る世界時事：毎土曜日に蒙古語で放送 宣撫工作、奥地モンゴル、放送
1942.10.31（4） 野菜　御不自由はかけません：厚和市公署親心の貯蔵施策 統制政策、冬季野菜貯蔵
1942.11.28（3） 真摯な論議開陳：蒙古仏教復興懇談会 宗教政策、仏教復興懇談会、仏教政策一

元化
蒙古民族興隆に仏教も更生発展：松委員長の訓示 仏教政策、宗教と国家

1942.11.28（4） 巴盟の参事官会議 参事官会議主要議題
1942.11.29（2） 健全・蒙古政府歳入徴収　綿紗税九割の増：総収二割一分増を示

現
税収政策、税金種類、徴収額

1942.11.29（3） “太祖祭”設定を決議：仏教復興懇談会終る 宗教政策、植民地政策、仏教復興決議内
容

1942.12.1（4） 玉ねぎがごろく：土黙特旗撓まぬ努力に凱歌 農業、農地開発、玉ねぎ栽培
厚和の洋車夫に番号入りの胴衣 交通安全と秩序整備

1942.12.2（3） 成果着々揚る：錫盟の施政躍進 第三次施政躍進運動、錫盟施政躍進運動
展開

1942.12.3（2） 不急事業に大鉈　地方財政の自律へ：蒙古政府地方予算査定終る 地方財政自立性の確立、方策案
1942.12.4（2） 原則を現地に活す：新しき旗建設の実情（上） 興蒙政策、第三次施政躍進運動、蒙旗建

設総合報告書、各旗実態、工作状況
1942.12.4（3） 牧野からまた新資源：鞣剤として最上のタンニン 資源、自給自足、牧草調査、中間報告
1942.12.5（2） 伸ばす錫盟施策：七日に開催定例札薩克会議 第三次施政躍進運動、錫盟札薩克会議、

議題、札薩克報告、注目事項
牧草対策に示唆：蒙旗建設隊の調査報告 牧草調査・利用
喫緊な牧野保善：新しき旗建設の実情（中） 牧草資源、牧民居住形態、放牧、封建制

度
1942.12.6（2） 墨守から漸進へ：新しき旗建設の実情（下） 公共施設
1942.12.9（4） 二百五十年の記録：近世蒙古の百般事象を網羅　貴重な資料発見

さる
調査資料紹介、巴彦塔拉盟史資料集成、
土黙特特別旗之部第一輯

1942.12.11（2） 蒙旗建設の推進　緊急施策を盛る：興蒙委員会明年度予算査定成
る

一般予算編成方針、事務先決規定

1942.12.11（4） 優良治安県の審査：集寧に巴盟一の折紙 優良治安県の基準
1942.12.12（4） 貧者に副業を：巴盟協進会で救済工場設立 巴盟興亜協進会貧民救済委員会、貧民救

済工場、手工業
1942.12.13（4） 片田舎の旗民も征戦完遂を誓ふ：土旗公署の広報班成果 宣撫工作、広報宣伝

副業にも好適：厚和の膠製造活発化 家庭工業の普及、下層民衆生活潤沢
1942.12.15（2） 農村の実態究明：地方行政財政基本調査 郷村実態調査実施

牧民の長所を助長　施設・合理的運営へ：指定旗実施方針 蒙旗建設、公共施設建設、戸口簿・家畜
頭数明瞭化

1942.12.15（4） 人口五十万目指して：着々進む厚和都市計画 都市計画
1942.12.16（1） 明年度予算案等決る：蒙古政府政務院会議 予算案、財政編成方針
1942.12.16（2） 営業所得、法人両税　愈々明年度より施行：蒙古政府税制飛躍的

充実へ
税収増加、税種新設、営業所得税、法人
税

1942.12.17（2） 蒙古政府明年度予算　総額八千二百八十四萬円：重点・緊急事業
に集中

一般会計、特別会計

蒙古政府省、盟官制条文（上） 蒙古政府第十次政務院会議、官制
1942.12.17（3） 内蒙のラマ対策は教圏全域に反応：歪められた概念を是正せよ　

橋本光宝氏が強調
チベット仏教、僧侶の生活実態

1942.12.18（2） 蒙古政府省、盟官制条文（下） 官制
農産計画を強化し　緊急増殖を図る：蒙古政府明年度より実施 農産物増殖五カ年計画、緊急対策内容

1942.12.19（2） 人的資源の増強へ衛生施設を拡充：万全を期す明年度施策 健民健兵施策計画内容
1942.12.19（4） 大鍋や古銭の山　掘出す過程鉱脈：包頭の廃品回収成果 廃品回収運動、軍艦、戦車
1942.12.23（2） 運営方針を発表：種馬牧場、中東学校官制の件 種馬牧場官制改正、官立中等学校官制改

正、蒙疆馬産計画、改良増殖
膨む国税収入：蒙古政府十月中集計 税収額

1942.12.23（4） メリヤスにも基準価格：巴盟で新春から設定 統制政策、繊維製品基準価格設定
1942.12.25（2） 総額千七百五十余萬円：不急事業を抑制、自主性を強化　蒙古政

府地方予算正式に決る
不急不要事業抑制、新年度予算額

1942.12.29（4） 予想以上の好成績：逞し、巴盟の施躍運動 郷鎮財政の確立、地籍整理成績
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いることであると言えよう
本稿では、社会情報研究資料センターが所蔵する資料の

利用促進を念頭に置いた上で、より多くの研究者が利用し
やすくなることを願い、モンゴル地域における各種の占領
地政策に関する内容を中心に、社会情報研究資料センター
所蔵の『蒙疆新聞』の一部、つまり、1942 年 10 月∼ 12
月の記事を以下のように整理しておく。

3．蒙疆地域における日本の宣伝戦略
日本の内モンゴル戦略を三つの時期に区分するならば、

概ね、日清戦争前から蒙疆政府成立（1939 年）までが第
一期、蒙疆政府成立から太平洋戦争開始までが第二期、太
平洋戦争の敗戦が濃厚になった 1943 年から敗戦までが第
三期、と区分することができる（中生 2002：213 ∼ 218）。
まず、第一期の特徴は、満洲と東部内モンゴルを一定戦略
地域として画定するとともに、各地の兵用地誌が作成さ
れ、当該地域の経営や資源、および当該地域への日本企業
進出や日本人移住などの開発戦略に重点が置かれる点にあ
る。第二期では、軍部による満洲国政権確立後、華北分離
と内蒙古工作を推進する方針が決定され、その戦略は華北
地域だけでなく、青海、新疆へも勢力を伸ばし、西の同盟
国ドイツと連携して仮想敵国ソ連の勢力を封じ込めようと
する構想がその背景にあったとされる（ラティモア 1940：
68）。第三期には、ノモハン事件を経て関東軍の方針がソ
連への侵攻から防衛へと転換し、そのための軍備をめぐる
資源の増産および備蓄の政策が重点となった。

日本の蒙疆地域における宣伝工作は、基本的に上記の戦
略に沿ったものであると言えるが、『蒙疆新聞』に関して
も、広報内容を大きく初期と後期に分けることができる（王
2020：19 ∼ 36）。すなわち、王（2020）によると、初期の
1938 年から 1939 年までの期間における『蒙疆新聞』には、
蒙疆政権が有する最高度の自治的地位を強調し、蒙疆地域
における資源開発や金融、交通産業などの制度改組計画を
立て、満洲国と連携し、蒙疆政権を「第二の満洲国」化す
る政策が反映されているという。また、この時期の記事に
は文化的内容の割合が多く、豊富な種類のコラムがさまざ
まに掲載されている（王 2020：25）。これに対して、後期
の 1939 年前半から 1943 年までの期間における報道は、日
本の政策宣伝を中心として展開し、蒙疆地域建設や資源開
発、経済統制などの内容が中心であった（王 2020：32 ∼
36）。王（2020）は、『蒙疆新聞』の報道内容に関する統計
に関して、太平洋戦争勃発後、つまり、1941 年から 1943
年の間に、報道の関心が蒙疆地域から離れ、太平洋戦争の
戦時報道へと転換しており、明らかに蒙疆地域の重要性が
下がっていることを指摘している（王 2020：32）。同様の

特徴は、社会情報研究資料センターが所蔵する 1942 年∼
1945 年の間に刊行された『蒙疆新聞』および『蒙古新聞』
にもみられる。特に、二ページ構成に変更された後には、
占領地政策に関する内容が激減し、それに代わって戦争動
員に関する内容が明らかに増加している。

おわりに
以上、『蒙疆新聞』を簡単に紹介した。『蒙疆新聞』は占

領地近代化政策を研究する上で重要な資料の一つである。
また、本稿では展開しなかったが、当時の張家口における
日本人居留民の生活状況を知るための重要な資料でもあ
る。『蒙疆新聞』は膨大な量を有するため、筆者の問題関
心である近現代内モンゴル地域における社会秩序の変容を
解明する資料としても、収集の余地は残されていると言え
る。これからも引き続きこの資料の分析と考察を行いたい。
このような占領地政策の研究上貴重な資料をより多くの方
に読んでいただければ光栄である。
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